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Global environmental issues have become a problem of high interest to humankind. Root cause of the 
environmental issues such as a global warming problem is that the consumption and emissions due to human 
activities are above the resilience of the earth. Toward sustainable development of society in the future, it is 
necessary to reduce the output from human activities and input from nature. Comprehensive assessment of 
environmental impact of the whole product lifecycle provides effective measures to solve the environmental 
issues. In this research, environmental impact of hot water supply systems has been studied for possible 
improvement of the system environmental performance. 
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１． 緒論 
地球環境問題は，地球温暖化防止を目的として開催さ

れた気候変動枠組条約締約国会議などを発端として，人

類にとって関心の高い問題となっている． 
 資源問題・エネルギー問題・地球温暖化問題等の数あ

る環境問題の根本的な原因は，産業革命以降急速に増大

した人間活動による消費と排出が，地球の持つ回復力を

大幅に超えていることだと考えられている．よって今後

の社会の持続的な発展のためには，自然界から人間活動

へのインプットと，人間活動から自然界へのアウトプッ

トを削減する必要がある．そのためにまず，製品やサー

ビスのライフサイクル全体の環境負荷を評価し，環境に

与える影響を定量的に把握することが，効果的な環境問

題対策につながる[1]． 
本研究では LCA(Life Cycle Assessment)を利用して，

人々の生活に不可欠な給湯について，給湯システムや世

帯人数などの条件を変えて環境負荷を比較・評価するこ

とで，環境負荷の小さい給湯システムや，給湯による環

境負荷低減の可能性を評価することを目指す． 
 

２． LCA 
2.1. LCA の概要 

LCA は，製品やサービスを生み出す資源の採掘から製

造，生産だけでなく，使用・廃棄段階までのライフサイ

クル全体を考慮して資源の消費量や排出物量を計量し，

その製品が地球環境に与える影響を把握する手法である．

LCA の特徴は，ライフサイクル全体を考慮することによ

り，一部の側面にとらわれずに製品やサービス全体を評

価することができる点であり，この結果は製造業などの

さまざまな面において，環境負荷低減を目指すための意

思決定に活用される[1]．例えば，製品の素材のリサイクル

による環境負荷削減効果の評価を行う場合，リサイクル

の効果によって消費される資源や廃棄にかかる環境負荷

は減るものの，リサイクル処理のための資源やエネルギ

ーの消費は増える，といった問題を定量的に評価し，総

合的に環境に与える影響を調査することができる． 
2.2. LCA の実施手順 

Fig.1 に LCA の実施の流れの概念図を示す[2]． 

 

 
Fig.1 Conceptual diagram of Life Cycle Assessment 
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目的と調査範囲の設定は，研究対象とする製品につい

てのシステム境界や機能などを設定する段階である．イ

ンベントリ分析は，設定された製品システムの中に含ま

れるプロセスから排出される排出物のデータを収集し，

環境影響に関する物質の入出力明細票を作成する段階で

ある．影響評価は，インベントリ分析結果に環境領域に

与える影響の相対的な強度を表す特性化係数を掛けて足

し合わせることで，環境領域に与える影響を評価する段

階である．解釈は得られる結果を客観的に判断するため

の段階で，整合性などの点検を行い，重要な環境問題や

プロセスを特定し，結論を導く． 
 

３． LCA の実施 

3.1. 調査範囲の設定 
 本研究では，ガス給湯器と，ヒートポンプ式給湯器，

太陽熱温水器，太陽電池について LCA 調査を行い，これ

らの製品を組合せた給湯システムを対象とした評価を行

った．それぞれの給湯システムについて，世帯人数が 1
人・3 人・5 人の家庭が温度 40℃で給湯するものとして，

10 年間生活する上での給湯熱負荷を算出し，比較評価す

ることとした．また，機器の寿命はいずれも 10 年である

と設定した． 
 製造は全て日本国内で行われ，東京都小金井市で給湯

が行われて，廃棄されるまでをシステム境界とした．ま

た，太陽電池や太陽熱温水器を設置する屋根には影が入

り込む要因はないものとした． 
太陽電池は設定した太陽熱温水器と同じ集光面積を持

つ年間発電量 466kWh のものと，一般的な住宅用の太陽

光発電システムの発電量の目安である年間発電量約

3000kWh の 2 つのケースについて考慮した． 
設定した給湯システムのモデルと，世帯人数別の給湯

量[3]について下の Table 1 と Table 2 にまとめた． 
 

Table 1 Models of the hot water supply system 
設定 給湯機器 併用する製品 世帯人数 

① 

ガス給湯器 なし 

1 人 

② 3 人 

③ 5 人 

④ ヒートポンプ

式 
給湯器 

なし 

1 人 

⑤ 3 人 

⑥ 5 人 

⑦ 

ガス給湯器 太陽熱温水器 

1 人 

⑧ 3 人 

⑨ 5 人 

⑩ 
ヒートポンプ

式給湯器 

太陽電池 
年間発電量 

466kWh 

1 人 

⑪ 3 人 

⑫ 5 人 

⑬ 
ヒートポンプ

式給湯器 

太陽電池 
年間発電量 

3042kWh 

1 人 

⑭ 3 人 

⑮ 5 人 

Table 2 Daily average of hot water consumption 
世帯人数 標準給湯量 (L/日・戸) 

1 人 179.2 
3 人 433.8 
5 人 506.7 

 

3.2. データ収集 
LCA の実施のためには，製造段階や廃棄段階の環境負

荷計算のための構成材料データの他に，使用段階に消費

される電力量やガス量のデータが計算条件として必要と

なる．Fig.2 に，給湯器の都市ガス消費量G𝐻と消費電力量

E𝐻の計算の流れを示す[3]． 

 

 

Fig.2 Workflow to calculate consumption 
 

𝐻𝐻は年間給湯熱負荷を表し，年間で必要な分の給湯を，

給水から加熱して供給するために必要な熱量の総量であ

る．太陽熱温水器を使用した場合はその効果の分，この

値が減算される．𝐶𝐻は給湯設備の一次エネルギー消費係

数であり，給湯設備の種類，性能，地域などによって決

定される値である．PWは給湯設備の使用段階での一次エ

ネルギー消費量であり，𝐺W，𝐸Wは使用段階での都市ガス

消費量と電力消費を表す．以下に，それぞれの計算方法

を示す． 

 

V𝑑𝑑𝑑：標準給湯量 
(L/日) 

𝐻𝐻𝐻𝐻_𝑑𝑑𝑑_𝑑𝑑𝑎： 
補正給湯熱負荷(MJ/日) 

 𝐻𝐻𝐻𝐻_𝑑𝑑𝑑： 
標準給湯熱負荷(MJ/日) 

太陽熱温水器による 
熱負荷削減量（MJ/日） 

給水温度や 
水の比熱などの条件 

LW：年間給湯熱負荷 
（GJ/年) 

CW：一次エネルギー 
消費係数 

PW：一次エネルギー 
消費量 

 （GJ/年) 

各月の補正給湯熱負荷 
（MJ/月) 

𝐺W:都市ガス消費量 
 （𝑚3/年) 

𝐸W:電力消費量 
 （kWh/年) 

𝐶𝐺：都市ガス 
消費量換算係数 

𝐶𝐸：電力消費量換

算係数 



1) 年間給湯熱負荷𝐻𝐻の算出 

給湯熱負荷は給湯設備の種類に関わらず給湯量によっ

て決定される値である． 

標準給湯量は世帯の 1 日あたりの平均給湯量であり，

Table 2 の値を用いた．補正給湯熱負荷とは，標準給湯負

荷から太陽熱給湯器の給湯熱負荷削減効果を減算した値

である． 

 標準給湯量V𝑑𝑎𝑦を式(1)に代入することで，月ごとに一

日あたりの標準給湯熱負荷𝐻𝐻𝐻𝐻_𝑑𝑑𝑑(MJ/日)を算出する．

水の比熱は 0.0042(MJ/L・K)とした． 

 

 𝐻𝐻𝐻𝑊_𝑑𝑎𝑦 = 0.0042V𝑑𝑎𝑦(𝑇𝐻𝑊 − 𝑇𝐶𝑊)        (1) 
 

 𝑇𝐻𝑊は給湯温度で，本研究では 40℃と設定した．𝑇𝐶𝑊は
月別の平均給水温度(℃)で，東京都水道局の平成 24 年度

のデータを引用した．一日あたりの標準給湯負荷

 𝐻𝐻𝐻𝐻_𝑑𝑑𝑑に月ごとの日数を積算して月別の 1 ヶ月あたり

の標準給湯量を算出し，その総和が年間標準給湯量とな

る． 

 計算結果は Table 3 のようになった． 

 

Table 3 Annual average of hot water consumption 
世帯人数 1 人 3 人 5 人 

年間給湯熱負荷(MJ/年) 6658.1 16117.6 18826.2 
 

 また，太陽熱温水器を利用する場合の補正給湯熱負荷

は式(2)で求められる． 

 

𝐻𝐻𝐻𝐻_𝑑𝑑𝑑_𝑑𝑑𝑎 = 0.0042V𝑑𝑑𝑑(𝑇𝐻𝐻 − 𝑇𝐶𝐻) 
−𝐴𝑠𝑜𝑙𝑑𝑟𝐼𝑚𝑜𝑛𝑡ℎ𝐶𝑠𝑜𝑙𝑑𝑟𝐶𝑠𝑑𝑠𝑡𝑒𝑚   (2) 

 
𝐴𝑠𝑜𝑙𝑑𝑟は太陽熱温水器の有効集熱面積(m2)である．JIS 

A4111 における定義に従って，集熱に寄与する分の面積

だけを計上する．𝐼monthは集熱面日射量で，対象とする地

域の気象データを参考にして，集熱面の方位学・傾斜角

を考慮した値である．データ収集の困難さから，本研究

では月平均値を採用した．集熱面日射量𝐼monthは式(3)で計

算される． 
 

𝐼month = 𝐽𝐻𝑇 ∙ Kγ ∙ K𝛼 ∙ (1 − ηD)        (3) 
 

𝐽𝐻𝑇は水平面日射量(MJ/m2日)である．Kγは傾斜角によ

る日射量倍率，K𝛼は方位角による日射量倍率であり，こ

の三つの積は「独立行政法人 新エネルギー・産業技術総

合開発機構」の「日射量データベース閲覧システム」[4]

の値を参照した．本研究での設定は，傾斜角は水平面か

ら 20°，方位角は真南を 0°として 0°である． 

ηDは集熱器のガラスの汚れ係数で，本研究ではガラス

の汚れにより集熱量が 5%低下すると想定し，0.05 を代入

することとした． 
 なお，外気温度が低い場合，積雪や凍結により集熱が

困難となるので，月間平均気温が 5℃を下回ると集熱がで

きないものとし，集熱面日射量𝐼monthの値を 0 とする．た

だし，研究対象とした地域での平均気温が 5℃を下回る月

は無かったため[5]，太陽熱温水器は一年を通して稼働でき

るものと仮定した． 
 𝐶𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟は太陽熱温水器の集熱効率で，40％と設定した．

𝐶𝑠𝑦𝑠𝑡𝑒𝑚は配管損失を考慮した効率で，85％と設定した． 
なお，補正給湯熱負荷𝐻𝐻𝐻𝐻_𝑑𝑑𝑑_adjが補正しない場合の

10%よりも小さくなる場合，補正給湯熱負荷は補正しない

場合の 10%とする．これは，太陽熱温水器のみで給湯量

を満足する計算になった場合でも，温水器からガス給湯

器までの配管に滞留している水や，補助熱源の制御の関

係から，給湯の直前に若干の燃焼が行われるためである． 
また，太陽熱温水器については，本研究では自然循環

式のものだけを扱う．ポンプによって不凍液の強制循環

を行うソーラーシステムも存在するが，ポンプの電気代

等を考慮すると，給湯のみの使用の場合，水が凍ってし

まう場合を除いて，自然循環式とくらべて環境負荷の削

減に貢献出来ないことが明らかであるためである． 
2) 一次エネルギー消費係数𝐶𝐻の決定 
 一次エネルギー消費係数は熱源機器の効率を表し，給

湯設備の種類，性能や地域などによって決定される値で

ある．値が小さいほど少ないエネルギーで同じ年間給湯

熱負荷を処理することが出来る． 
 ガス給湯器の一次エネルギー消費については，「設備

給湯の一次エネルギー係数」[3]を参照し，Table 4 の値を

利用した．住宅事業建築主の判断基準における地域区分[3]

により，設定した気候区分はⅣa に属する． 

 
Table 4 The coefficient of primary energy 

気候区分 Ⅳa 

ガス瞬間式(従来型) 1.36 
ガス瞬間式(潜熱回収型) 1.13 

石油瞬間貯湯式 1.30 
石油瞬間式(ヒーター式) 1.30 
石油瞬間式(潜熱回収型) 1.13 
電気温水器(ヒーター式) 3.63 

電気温水器(ヒートポンプ式) 回帰式より計算 

 

 ヒートポンプ式給湯器については，製品ごとに異なる

性能を表す年間給湯効率(APF)を用いて，次の回帰式より

計算する． 
 

𝐶𝐻 = 1/(𝑎′ × (𝐴𝑃𝐹)) + b′)        (4) 
 



係数 a’，b’について，また計算されたCWの値については，

「設備給湯の一次エネルギー係数」[3]を参照し，Table 5 の

値を用いた． 

 
Table 5 The coefficient of primary energy 

地域区分 Ⅳa 

回帰係数 
a’ 0.465 
b’ -0.471 

消費エネルギー係数 
CW 

APF=3.0 1.083 
APF=3.1 1.031 
APF=3.2 0.984 
APF=3.3 0.941 
APF=3.4 0.902 
APF=3.5 0.865 
APF=3.6 0.832 
APF=3.7 0.801 

 
3) 換算係数𝐶𝐺と𝐶𝐸の決定 
求められた一次エネルギー消費量PWに都市ガス消費量

換算係数𝐶𝐺を掛けることで都市ガス消費量を，消費電力

換算係数𝐶Eを掛けることで消費電力量を計算できる． 

 一次エネルギー消費量から都市ガス消費量への換算係

数𝐶𝐺は「地球温暖化対策の推進に関する法律」[6]より，

電力消費量への換算係数𝐶Eは「エネルギーの使用の合理

化に関する法律」[7]を参照し，一次エネルギーへの換算係

数の逆数を用いた． 
 

Table 6 Scale factors 

種類 
一次エネルギーへの 

換算係数 
一次エネルギーからの 

換算係数 

都市 
ガス 

45 
(GJ/千m3) 

0.222 
(千m3/ GJ) 

昼間 
電力 

9.97 
(GJ/千 kWh) 

0.100 
(千 kWh/GJ) 

夜間 
電力 

9.28 
(GJ/千 kWh) 

0.108 
(千 kWh/GJ) 

 

4) 使用段階での都市ガス・電力消費量𝐺W，𝐸Wの計算 

PWは給湯設備の一次エネルギー消費量を表し，式(5)で
求められる． 
 

P𝐻 = 𝐶𝐻 × 𝐻𝐻   (5) 
 

使用段階における消費都市ガス量G𝐻は(6)式によって

求められる． 

 

   G𝐻 = 𝐶𝐺 × 𝑃𝐻   (6) 
 
また，消費電力量E𝐻は(7)式によって求められる． 

 
   E𝐻 = 𝐶𝐸 × 𝑃𝐻   (7) 

 
 𝐶𝐺は一次エネルギー消費量から都市ガス消費量への換

算係数，𝐶𝐸は一次エネルギーから電力消費量への換算係

数である． 
5) 太陽電池の発電量の計算 

 給湯器のガス・電力消費量の他に，太陽電池の発電量

についても計算する必要がある．発電量は式(8)によって

求められる[8]． 

 

  𝐸𝑝 = 𝐻 × K × P × 365 ÷ 1        (8) 
 

𝐸𝑝は年間発電量で，この値をヒートポンプ式給湯器の

年間消費電力から引くことで環境負荷の緩和効果を評価

する．H は設置面の 1 日あたりの年平均日射量

(kWh/𝑚2・日)で，1)で扱った月平均集光面積𝐼monthの平

均値をとった． 
K は損失係数で，73％と設定した[9]．内訳は，年平均

セルの温度上昇による損失が約 15％，パワーコンディシ

ョナによる損失が 8％，配線での損失や受光面の汚れによ

る損失が 7％となっている．P はシステム容量(kW)で，

365 は一年の日数，1 は標準状態における日射強度である． 
3.3. 研究対象とした製品の主要計算条件 
 対象とした製品の重量や，3.2.で求めた消費ガス量・消

費電力量など，LCA 実施に必要な条件を以下にまとめた． 

 
Table 7 Precondition for gas water-heater 

世帯

人数 
号数 

質量

(kg) 

消費都市ガス量 
(𝑚3/年) 

1 人 16 号 29.5 201.2 
3 人 20 号 31 487.1 
5 人 24 号 31 569.0 

 
Table 8 Precondition for heat pump water-heater 
世帯 
人数 

貯湯量(L) APF 質量(kg) 
消費電力 
(kWh/年) 

1 人 195 3.1 104 739.7 
3 人 460 3.4 121 1566.6 
5 人 560 3.3 145 1909.0 

 
Table 9 Precondition for solar water-heater 

貯湯 
量容量 

(L) 

質量 

(kg) 

集熱 
面積 

(𝑚2) 

集熱 
効率 
(％) 

給湯量 

230 108 3.0 40 

月ごとに 
給湯効果を算出 
(Table.10 参照) 

 



Table 10 Reduction of solar water-heater 

月 
負荷削減効果 

(MJ/月) 
月 

負荷削減効果 
(MJ/月) 

1 月 379.44 7 月 442.68 
2 月 388.62 8 月 493.272 
3 月 461.652 9 月 373.32 
4 月 459 10 月 363.63 
5 月 518.568 11 月 318.24 
6 月 434.52 12 月 338.334 

 
Table 11 Precondition for solar cells 

モジュールの 
枚数 

容量

(kW) 
質量(kg) 

発電量 
(kWh/年) 

1 枚 116.59 15.84 116.6 

4 枚 466.36 63.36 466. 

26 枚 3031.34 411.84 3031.6 

 
 上記の条件を元に，LCA 実施支援ソフトウェア MiLCA
を用いてインベントリ分析を行い，環境影響評価を行っ

た． 

 
４． LCA 実施結果の評価と考察 
4.1. 設定①から設定⑥について 

設定①から設定③のガス給湯器で給湯を行う場合と，

設定④から設定⑥のヒートポンプ式給湯器で給湯を行う

場合の一人当たりの二酸化炭素排出量比較をFig.3に示し

た．この値は各モデルの環境影響の値を世帯人数で除算

したものである． 

 

 
Fig.3 Global warming impact of model 1 to 6 

 
 設定①から設定③のガス給湯器と，設定④から設定⑥

のヒートポンプ式給湯器で給湯を行う場合，すべての世

帯人数で使用段階での環境影響がほかの段階に比べて非

常に大きいことがわかる．このことから，給湯器の環境

影響低減には，使用段階の環境負荷を削減することが効

果的であり，給湯効率が高い製品が全体の環境影響低減

に有効であることが推測される． 
 ガス給湯器で給湯を行う場合と比べて，ヒートポンプ

式給湯器で行う場合の方が環境影響が小さいという結果

になった．製造段階と廃棄段階ではヒートポンプ式給湯

器のモデルの方が環境影響の値が大きいが，使用段階で

のヒートポンプ式給湯器の環境影響がガス給湯器と比べ

て半分程度と，小さいためである．これは，ヒートポン

プ式給湯器の給湯設備の一次エネルギー𝐶Wがガス給湯器

よりも小さく，少ないエネルギーで給湯を行うことが出

来ることが原因であると考えられる． 
 また，世帯人数が多い方が一人あたりの環境影響が小

さくなるという結果となった．これは，Table 2 に示した

ように，3 人世帯・5 人世帯の標準給湯量が１人世帯の標

準給湯量の 3 倍・5 倍にはなっておらず，世帯人数が多い

ほうが 1 人あたりの標準給湯量が少なくて済むことと，

製品の製造にかかる環境負荷も世帯人数で除算している

ことによる． 
4.2. 設定⑦から設定⑫について 
設定⑦から設定⑨のガス給湯器と太陽熱温水器を併用

した場合と，設定⑩から設定⑫の年間発電量 466kWh の

太陽電池とヒートポンプ式給湯器を併用した場合の環境

影響評価結果を Fig.4 に示した．この設定で使用される太

陽熱温水器と太陽電池は集光面積が同じである． 

 

 
Fig.4 Global warming impact of model 7 to 12 

 
太陽熱温水器や太陽電池を給湯器と併用する場合は，

すべての世帯人数で，併用しない場合と比べて環境影響

が小さくなった．前述の通り全体的に使用段階の負荷が

大きいので，製造や廃棄段階での負荷が大きくなっても

使用段階での負荷を大きく削減できたことがこの原因で

ある． 
 太陽熱温水器を使用しない場合は世帯人数が多くなる

ほど環境影響は小さくなる傾向にあったが，太陽熱温水

器を給湯器と併用するモデルでは，1 人世帯の環境影響が

最も小さく，3 人世帯の場合が最も大きいという結果とな

った．これは，本研究では世帯人数に関わらず，同じ能

力の温水器を用いる設定としたため，給湯量の少ない少

人数世帯の方が太陽熱温水器で賄える給湯量の割合が大

きくなることが原因である．このことから，太陽熱温水

器を設置する世帯の給湯量に近い容量を持った温水器を

利用することで，効果的に環境負荷を削減できることが
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推測される．ただし，貯湯タンクを屋根の上に設置する

システムなので，家屋の強度や耐震性の問題から貯湯量

には限界がある．そのため，世帯人数が多い家庭の給湯

量に近い貯湯量の太陽熱温水器を設置することは現実的

ではない． 

4.3. 設定⑬から設定⑮について 
ヒートポンプ式給湯器と年間発電量 3000kWh の太陽電

池で給湯を行う場合の環境影響評価結果をFig.5に示した． 

 

 
Fig.5 Global warming impact of model 13 to 15 

 
 年間発電量が 3000kWh の太陽電池をヒートポンプ式給

湯器と併用するモデルは，参考として給湯で使われる分

以外の電力量も賄うことが出来る発電量の太陽電池を設

定したため，給湯による環境影響を差し引いても地球温

暖化の防止に寄与できるという結果になった． 
 なお，このモデルでの環境影響評価で，使用段階だけ

でなく廃棄段階の環境影響の値もマイナスになっている

のは，リサイクルの効果を廃棄段階で計上しているため

である．太陽電池のリサイクル効果がほかの製品と比べ

て高く，廃棄段階に含まれる埋立やリサイクル処理より

も大きな値になったため，このような結果になった． 
4.4. ヒートポンプ式給湯器と太陽熱温水器の併用 

太陽熱温水器の環境影響低減効果が同じである場合，

本研究で設定しなかったヒートポンプ式給湯器と太陽熱

温水器を併用するモデルが最も環境性能の良いモデルで

あると推測できるが，製品同士の相性の悪さから現状で

はほとんど利用されていない．ヒートポンプ式給湯器給

湯器は夜間に湯を沸かしてタンクに貯湯しておくが，太

陽熱温水器は昼間に，日射量によって左右される給湯を

行うので，太陽熱温水器の給湯効果を正確に予測出来な

いと安定した給湯量を確保出来ないためである． 

 
５． まとめ 
本研究では，給湯器と太陽熱温水器や太陽電池を組み

合せて設定した，5 種類の給湯システムを用いた場合の給

湯による環境影響を，人数や給湯量などの条件を変更し

て評価することで，世帯人数の違いによる環境負荷低減

の可能性を比較・評価し，考察を行なった．その結果を

まとめた． 
給湯器については以下のような結論が得られた． 

・製造段階や廃棄段階に比べて使用段階の環境影響が大

きくなるので，給湯効率の高い製品の方が環境性能が良

くなる． 
・世帯人数が多い方が 1 人あたりの給湯量が少なくなる

ため，1 人あたりの環境影響も小さくなる傾向にある． 
・太陽熱温水器・太陽電池ともに環境影響の低減に有効

な製品である． 
・家庭で必要な給湯量に近い貯湯量の太陽熱温水器を用

いることで，効果的に温暖化影響を低減することが出来

ることが推測できた．しかし，必要な給湯量が多い場合

は近い貯湯量の温水器を利用することは，家屋屋根強度

や面積の制約などから現状では困難である． 
製品全体の環境負荷低減については次のような結論が

得られた． 
・過不足なく自分の生活スタイルにあった製品を選ぶこ

とがライフサイクル全体の環境負荷低減に有効である． 
・製品やサービスのライフサイクル全体の環境影響低減

のためには，単純に製品そのものの環境影響低減を目指

すこと以外にも，効果的な製品の組合せを考案すること

も効果的である場合があることが分かった．  
 また，以下のような課題が残った． 
・製品の構成材料について推算した値を多く用いたため，

結果の精度に欠ける．正確なデータを収集することは，

精度の高い結果を求めるのに重要な事であるが，太陽熱

温水器については材料の種類とおおまかな構造のみ，ヒ

ートポンプ式給湯器については内部の仕組みのみの情報

しか入手する事ができなかったため，本研究の結果の精

度は高くないといえる．この問題は，例えば給湯器を製

造している企業が詳細なデータを用いて LCAを行うこと

や，環境情報開示の取り組みとして構成材料とその重量

を公表することなどで解決される．製品の環境影響情報

開示の取り組みは，環境性能を重視する消費者向けのマ

ーケティング戦略等を狙いとして実際に行われている[10]

が，現状では公表されている製品が少ないため，更なる

発展が望まれる． 
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